
・事業報告
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

・計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.sinops.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しており
ます。

第35期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第35期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

株式会社シノプス



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
　なお、2020年３月27日の取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本方針」
を改定しており、改定後の内容は以下のとおりであります。
① 取締役、執行役員および使用人その他これらの者に相当する者の職務の執行が法令および定

款に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社は、「われわれは在庫に関わる“人”、“もの”、“金”、“時間”、“情報”を最適化するITソ
リューションを提供し、限りある資源を有効活用することで、広く社会に貢献する。」と
いう基本理念を共通の志として、企業市民として、社会的な倫理の上に組織の意思決定を
行い、事業活動を展開する。

ⅱ）前項の理念の実践のため、「行動指針」に基づき、法令・社会倫理の遵守を当社全ての取
締役、執行役員および使用人等の行動規範とする。取締役および執行役員は、法令・定款
ならびに企業倫理の遵守を率先垂範して行うとともにコンプライアンス経営の維持・向上
に積極的に努める。

ⅲ）当社の取締役、執行役員および使用人等の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するため、コンプライアンス委員会を設置し、同委員会において、当社全体のコンプ
ライアンス活動の推進を行い、コンプライアンス推進に関する重要課題を審議する。ま
た、同委員会および管理部門により、定期的に教育・研修活動を行うとともに、当社全体
のコンプライアンス体制の構築・推進を行う。

ⅳ）コンプライアンス委員会は、同委員会の審議内容および活動を、適宜、取締役会および内
部監査室に報告する。

ⅴ）取締役および執行役員が当社のコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかにコ
ンプライアンス委員会に報告する。また、内部通報制度を設置し、当社の使用人等がコン
プライアンス上の問題点について社外に設置した内部通報窓口に直接報告できる体制と
し、情報の確保に努めたうえで、報告を受けたコンプライアンス委員会は、その内容を調
査し、必要に応じて関連部署と協議し、是正措置を採り、再発防止策を策定し、当社全体
にこれを実施させる。

ⅵ）内部監査室を設置し、当社のコンプライアンスの状況・業務の適正性に関する内部監査を
実施する。内部監査室はその結果を、適宜、代表取締役に報告する。

ⅶ）当社の財務報告の適正性の確保に向けた内部統制体制を整備・構築する。
ⅷ）取締役および執行役員は、当社において、反社会的勢力との関係断絶および不当要求への

明確な拒絶のための体制を構築し、推進する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役および執行役員は、株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文

書等（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他取締役の職務の執行に係る重要な情報を法
令および社内規程に基づき保存・管理する。

ⅱ）前項の文書等は、取締役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。
ⅲ）コンプライアンス委員会において、個人情報を含む情報の保護・保存のみならず、情報の

活用による企業価値向上を含めた情報セキュリティ・ガバナンス体制を構築・推進する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ）当社のリスクマネジメントの基本方針は、取締役会において決定される。
ⅱ）業務執行におけるリスクは、各部門の管掌役員がその対応について責任を持ち、重要なリ

スクについて、取締役会において、分析・評価を行い、改善策を審議・決定する。
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ⅲ）当社の経営上重要なリスクは、リスク管理委員会において、当社全体の業務遂行上のリス
クおよび品質リスクをそれぞれ網羅的・総括的に管理する。また、必要に応じ、当該リス
クの管理に関する規程の制定・ガイドラインの策定・研修活動の実施等を指示して行う。

ⅳ）新たに生じた当社の経営上重要なリスクは、取締役会において、速やかに対応の責任を持
つ執行役員を選定し、対応について決定する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ）当社の経営の基本方針は、取締役会において決定される。
ⅱ）当社は、取締役、執行役員および使用人等が共有すべき全社的目標を定め、取締役は全社

的目標達成のための具体的目標および権限の適切な配分等、目標達成のための効率的な方
法を定める。

ⅲ）各部門の管掌役員は、目標達成の進捗状況について、取締役会において確認し、具体的な
対応策を報告しなければならない。

ⅳ）各取締役の業務執行の適切な分担を実施し、組織規程に基づき、効率的な意思決定を図
る。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項ならびに当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性
に関する事項
　監査等委員会が必要とする場合、監査等委員会の職務の補助をする使用人を配置する。使
用人の異動、評価等は、監査等委員会の意見を尊重して決定し、取締役（監査等委員である
取締役を除く。）からの独立性を確保する。

⑥ 監査等委員でない取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査
等委員会への報告に関する体制

ⅰ）代表取締役および監査等委員でない取締役は、取締役会において、随時その担当する業務
執行の報告を行う。

ⅱ）監査等委員でない取締役、執行役員および使用人等は、監査等委員会が事業の報告を求め
た場合または業務および財産の調査を行う場合は、迅速かつ的確に対応する。

ⅲ）監査等委員でない取締役、執行役員および使用人等は、法令等の違反行為等、当社に重大
な損害を及ぼすおそれのある事実が発見された場合は、ただちに監査等委員会に対して報
告を行う。

ⅳ）コンプライアンス委員会は、定期的に監査等委員会に対し、当社における内部通報の状況
の報告を行う。

⑦ 内部通報制度を利用し監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当社の取締役、執行役員および使用人等は、社外に設置した内部通報窓口に直接報告を行
うことができ、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを内部通報制度
に基づいて禁止する。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員から費用の請求があるときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、当該費用を負担しまたは債務を処理する。なお、監査等委員会は、職務上必要と認めら
れる費用について、毎年、あらかじめ一定額の予算を計上する。
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⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、定期的に代表取締役および会計監査人と意見を交換する機会を設ける。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。
① コンプライアンスに関する取り組み
　・代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を四半期ごとに開催し、内部通報の有無

および法改正情報の確認、行動基準の遵守状況の報告、その他コンプライアンスに関する課
題の把握と対応策について審議しております。

　・取締役、執行役員および使用人等を対象としたコンプライアンスに関する研修を実施し、コ
ンプライアンス意識の向上を図っております。

　・当社各部門を対象とした内部監査を通じて、法令等遵守状況の確認を行い、必要に応じて適
宜改善を図っております。

② 内部監査体制
　　代表取締役直轄の内部監査室により、各部門の業務遂行に関する監査、財務報告に係る内部
統制に関する監査を実施し、その結果を取締役に対して報告しております。

③ 効率的な取締役の職務執行を確保するための体制
　　当社は執行役員を選任し、業務執行の責任の一部を担っております。執行役員は担当する業
務執行の状況を定時の取締役会で報告しております。

④ 監査等委員監査体制
　　監査等委員は業務執行に関する情報収集および監視のため、コンプライアンス委員会その他
重要な会議への出席や稟議書、契約書等重要書類の閲覧を行っております。また、監査の実効
性を高めるため、内部監査室と連携し、定期的に意見交換を行っております。
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(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで)

株 主 資 本

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自 己
株 式

株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 413,811 374,241 374,241 533,495 533,495 △162 1,321,385 7,922 1,329,308

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,952 6,952 6,952 13,905 13,905

当 期 純 利 益 101,299 101,299 101,299 101,299

自 己 株 式 の 取 得 △70 △70 △70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △3,785 △3,785

当 期 変 動 額 合 計 6,952 6,952 6,952 101,299 101,299 △70 115,133 △3,785 111,348

当 期 末 残 高 420,763 381,193 381,193 634,795 634,795 △233 1,436,519 4,137 1,440,657

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６年～50年
工具、器具及び備品 ２年～15年

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しており

ます。
・市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく償却方法と見込販売期間（３年）の均等配分額を比較
し、いずれか大きい金額を計上する方法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もない
ため、貸倒引当金を計上しておりません。

②　製品保証引当金 製品の販売後、無償で補修する費用の支出に備えるため、過去の瑕疵補修費
用の売上高に対する実績率及び個別に追加原価の発生可能性を基礎とした見
積額を計上しております。

③　受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件の
うち、損失が発生する可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ること
ができるものについて、その損失の見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、該当する受注案件がないため、受注損失引当
金を計上しておりません。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積
額に基づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　ソフトウエア導入支援の請負契約に係る収益の計上基準
①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
②　その他の契約 工事完成基準を適用しております。
⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度
の計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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４．重要な会計上の見積りに関する注記
（無形固定資産（ソフトウエア）の減損）
⑴ 当事業年度の財務諸表に計上した金額

無形固定資産　　　　　　193,862千円
（うちソフトウエア　　　171,286千円）

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社では、減損の判定にあたっては、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を基礎とし

た資産グループ単位により行っております。これらの資産グループに関する減損の兆候を把握するため、資
産グループの営業損益の悪化、資産グループの使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる
変化等について検討を行っております。
減損の兆候を把握した資産グループに対しては、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

る場合に減損損失を認識しております。なお、割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りについては、
中期経営計画等を基礎としています。
ソフトウエアの大半は、前事業年度から開始したクラウドサービスを提供するために自社で開発したもの

であり、クラウド事業の資産としてグルーピングしています。当事業年度は、クラウド事業を立ち上げて間
もなく、収益構造が確立されていない中でソフトウエアから生じる多額の減価償却費の計上により、当該資
産グループの営業損益が前期から継続してマイナスとなったことにより、クラウド事業の資産グループにつ
いて減損の兆候を把握しました。当該資産グループについて減損の認識の判定を行った結果、割引前将来キ
ャッシュ・フローの総額が資産の帳簿価額を上回ったことから、減損損失の計上は不要と判断しておりま
す。
なお、割引前将来キャッシュ・フローの見積りには不確実性を伴うことから、事業計画どおりに推移しな

かった場合には、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（受注損失引当金）
⑴ 当事業年度の財務諸表に計上した金額

受注損失引当金　　　　　　　－千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
未完了の導入支援サービスに係る将来の損失に備えるため、当期末における案件のうち、損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、その損失見込額を計上しておりま
す。なお、当事業年度末においては、損失の発生が見込まれる案件はなかったため、受注損失引当金を計上
しておりません。
当社の導入支援サービスは、目標とする導入効果をユーザーと合意した上で導入支援プロジェクトの完了

条件を決め、想定される難易度及び工数に基づいて総原価見積りを作成し、適正な利益率を確保した上でプ
ロジェクトを受注しておりますが、想定以上に導入効果が出ない場合や、ユーザーとプロジェクトの完了条
件に認識違いが発生した場合等、予期せぬトラブルやスケジュール変更等により、当初の見積りから工数が
大幅に増加する可能性があります。当初の見積りから工数が大幅に増加した場合は、翌事業年度の計算書類
において、受注損失引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
（耐用年数の変更）

当事業年度において、当社東京営業所を設置する賃借ビルの建替計画が決定したため、退去後利用見込の
ない固定資産について、耐用年数を退去予定月までの期間に見直し、将来にわたり変更しております。
この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の減価償却費が568千円増加し、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益がそれぞれ同額減少しております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 39,958千円

当座貸越極度額 950,000千円
借入実行残高 100,000千円
差引額 850,000千円

普通株式 6,173,000株

普通株式 123株

普通株式 93,000株

貸借対照表
計上額（＊１） 時価（＊１） 差額

①　現金及び預金 1,425,541 1,425,541 －
②　売掛金 187,614 187,614 －
③　買掛金 (9,710) (9,710) －
④　短期借入金 (100,000) (100,000) －
⑤　未払金 (145,574) (145,574) －
⑥　未払法人税等 (80,655) (80,655) －
⑦　長期借入金（＊２） (62,950) (62,950) －

６．貸借対照表に関する注記

⑵ 当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。当事業
年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

⑶ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、製品保証引当金及び未払賞与などであります。

９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　当社は、必要資金については通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方針としており、借
入については資金需要が発生する都度、検討することとしております。
　また、資金運用は行っておりません。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理によりリスク低減を図っております。
⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（注１）金融商品の時価の算定方法

①　現金及び預金並びに②　売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
③　買掛金、④　短期借入金、⑤　未払金並びに⑥　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
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（単位：千円）

区分 当事業年度末
（2021年12月31日）

差入保証金 40,281

⑴　１株当たり純資産額 232円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 16円48銭

①　自己株式の取得を行う理由 経営環境の変化に対応した資本政策を遂行するため。
②　取得対象株式の種類 当社普通株式
③　取得し得る株式の総数 90,000株（上限）
④　株式の取得価額の総額 90,000千円（上限）
⑤　取得する期間 2022年２月15日から2022年８月15日まで
⑥　取得方法 市場買付

⑦　長期借入金
　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　差入保証金は本社事務所等の賃貸借契約に伴うもので、市場価格がなく、返還時期の見積りが困難であ
るため、将来のキャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、上表に含めておりません。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
　当社は、2022年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いたしました。
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